
 

 

 

1｜               ｜保険・年金フォーカス 2017-10-03｜Copyright ©2017 NLI Research Institute All rights reserved 

 

1 ――― 先月までの動き 

 年金事業管理部会では、平成 28年度の業務実績の評価結果や業務改善計画の実施状況の検証結果な

どについて報告があり、改善状況に関して活発な議論が行われました。また資金運用部会では、前回

まで議論していた年金積立金管理運用独立行政法人(ＧＰＩＦ)の改革施行に伴う政省令の改正につい

て最終結果を確認するとともに、改革施行に伴って変更される中期目標について事前の議論が行われ

ました。 

 

○社会保障審議会 年金事業管理部会 

9月13日(第32回)  日本年金機構の平成28年度業務実績の評価 

 URL http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000177430.html  (配布資料) 
 
○社会保障審議会 年金事業管理部会 情報セキュリティ・システム専門委員会 

9月13日 「年金業務システムの開発（フェーズ2）に向けた基本方針について」 

 URL http://www.mhlw.go.jp/file/05-Shingikai-12601000-Seisakutoukatsukan-Sanjikanshit

su_Shakaihoshoutantou/0000177520.pdf  (議論のとりまとめ) 
 

○社会保障審議会 資金運用部会 

9月25日(第5回)  GPIF改革の施行に伴う中期目標、政省令等事項の改正等 

 URL http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000178555.html  (配布資料) 

 

 

2 ――― ポイント解説：厚生年金保険料率の引上げが終了 

 ９月から厚生年金の保険料率が給与の18.3％(労使合計)に改定され、長く続いてきた保険料率の引

上げが終わりました。本稿では、保険料引上げの経緯と、今後の給付の見通しや論点を確認します。 

1｜厚生年金保険料の経緯：戦後の全面改正から段階的引上げが開始。その引上げも今年で終了。 

 厚生年金の保険料率は、給与の何％という形で決まっており、それを企業と従業員本人が半額ずつ

負担しています。 
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*1 厚生年金の実質的な給付水準は、いわゆる所得代替率の厚生年金部分。次段落の基礎年金についても同様。 
*2 標準世帯は、男性の平均年収で厚生年金に40年間加入した専業主婦世帯。現役世代の標準年収は男性の平均年収。 
*3 厚生年金よりも基礎年金の給付削減が長引くと、低所得者に不利になる。詳細は、本誌2014年11月号を参照。 
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 厚生年金は1944年に創設され、戦後の1954年に全面改正され

ました。当時は、本来必要な保険料率(月々の給与の５％)を適

用するのが難しい社会状況でした。そこで、当面の保険料率を

３％にとどめ、15年後までに6.1％へ段階的に引き上げることに

なりました。その後、物価や生活水準の上昇にあわせた年金額

の引上げや、長寿化や少子化、経済成長の鈍化によって年金財

政の悪化が見込まれたため、将来の最終的な保険料率を以前の

計画より引き上げる改正が続きました。 

 しかし2004年の改正で、将来の企業や現役世代の負担を考慮して、最終的な保険料率を18.3％に固

定することになりました。2004年以降、毎年徐々に引き上げられ、今年９月に18.3％になりました。 

2｜厚生年金給付の見通し：今後の経済や人口に合わせて給付削減の停止年を調整 

 保険料率の固定に伴い、今後の年金財政の長期

的なバランスの確保は、給付水準の実質的な削減

(マクロ経済スライド)によって行われます。削減

を続けて年金財政が健全化したら、削減が停止さ

れます。いつ停止できるかは、今後の少子化や経

済状況等によって変わります。 

 2014年に発表された見通しでは、厚生年金の給

付削減は2014～2036年に停止できる見通しですが、

場合によっては国民年金の積立金が枯渇して、厚

生年金も保険料と国庫負担だけで給付費用をまかなう見通しも、示されています。この結果、将来の

厚生年金の実質的な給付水準は、年金財政が健全化して削減を停止できた場合には０％～▲22％、国

民年金の積立金が枯渇した場合は同▲22％～▲47％、2014年度と比べて低下する見通しです*1。 

 なお、保険料率の引上げは終了しましたが、再び引き上げられる可能性もあります。本誌４月号で

お伝えしたとおり、国民年金の保険料も今年４月で引上げが終了され、今後は国民年金(基礎年金)の

実質的な給付水準が、2014年度と比べて▲23％～▲60％低下する見通しです。低下幅が大きくなり、

基礎年金と厚生年金を合わせた標準世帯の年金年額(65歳時)が現役世代の標準年収の半額を５年以内

に下回りそうな場合は*2、保険料率の再引上げも含めて、制度改正が検討されることになっています。 

3｜今後の論点：基礎年金との停止時期の違いも考慮した、厚生年金の削減停止や再発動の判断 

 2014年の見通しでは厚生年金の削減を近々停止できる可能性も示されているため、具体的な停止時

期が当面の検討課題です。それと同時に、停止後に少子化が予想以上に進展しそうになった場合等に

削減を再発動するかも、議論すべきでしょう。 

 他方、基礎年金の削減はしばらく続く見通しです。厚生年金と基礎年金の削減停止時期が異なるの

は、現在の基礎年金の水準が2004年の改正時より高くなっているのが一因です。そのため、厚生年金

の削減を停止して基礎年金の給付削減だけを続ければ、両者のギャップは縮まります。厚生年金と基

礎年金の削減停止時期を揃えること*3を念頭に、厚生年金の削減を一時停止するのも一案でしょう。 

 

 図表１ 厚生年金保険料の推移 

  

 (注) 総報酬制導入(2003年)以前は、月額ベース

の値を 1.3で割って総報酬ベースと接続。 

 

 図表２ 厚生年金の給付水準の見通し(対2014年度) 

  

 (注) 経済ケース Hは、国民年金の積立金の枯渇時に完全賦課方式に
移行する前提なので、基礎年金の給付水準が下がる。それに伴い
基礎年金拠出金が減るため、厚生年金の給付水準は上昇する。 

 (資料) 厚生労働省年金局数理課「財政検証詳細結果等」 

18.3%

0%

5%

10%

15%

1955 1975 1995 2015 2035

http://www.nli-research.co.jp/report/detail/id=41991?site=nli
http://www.nli-research.co.jp/report/detail/id=55411?site=nli
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/nenkin/nenkin/zaisei-kensyo/index.html

